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１．はじめに

　自動車に強く依存した都市交通体系が、様々な都

市交通問題と都市環境問題を引き起こしている現在、

私的交通から公共交通機関への転換が望まれている

が、転換の速度は決して速いとはいえない。その主

要な要因の一つとして、道路整備効果評価の場合に

比較して、明確な評価基準のもとで公共交通整備効

果を定量的に分析する手法が、十分には確立されて

いないことが考えられる。そのため、公共交通整備

が有利であると考えられるようなケースにおいても、

定性的、あるいは事例的にしか比較優位性を提示し

えず、結果として十分な合意形成に至らないことが

ありうる。

　定量的な側面から計画を行う場合では、私的交通

の主体となる自動車交通に関する分析については様々

なツールが利用可能で、その分析体系は大規模かつ

精緻である。一方、公共交通には、間欠運行、混雑

の不快さ、乗継ぎの問題、輸送量と運行便数の関係、

パズルのような運行計画等々、特有の課題がいくつ

か存在している。ところが、公共交通についての分

析は、公共交通のこれら各種特徴を簡略化あるいは

無視して取り扱われることも多く、比較的簡素で体

系だてられていないように思われる。

　さて、本研究では公共交通の特徴のうち、輸送量

と運行便数の関係について特に着目するとともに、

公共交通と自動車交通を同じ視点で分析可能とする

ための方法論について、基礎的な考察を行った。自

動車交通ではＱＶ曲線を用いて、ある道路空間にお

ける交通需要と道路交通サービス水準との関係分析

が可能である。ところが、公共交通については、こ

のような基本的な空間パフォーマンスを示すような

理論体系も明確には確立されておらず、公共交通機

関へのシフトが叫ばれているにもかかわらず、同じ

土俵上で議論することが難しい。例えば、既存の道

路にLRTを新規導入する場合のように、限られた都

市の交通空間を私的交通と公共交通の間で再配分す

るような課題に対しても、このような同じベースで

議論することの重要性が、今後高まると思われる。

　以上の問題意識のもとで、本研究では、バス交通

を例に公共交通における利用者数と利便性の基本的

関係を考察し、道路空間を公共交通とそれ以外の自

動車交通の両方が利用する場合、空間全体として交

通量に対してどの程度の輸送サービスレベルを提供

しうるのかなどについての基礎的概念を考察した。

２．輸送需要と利便性の関係における基本的性質

(1)自動車交通

　自動車が道路上を走行する際、交通需要量が少な

い場合は運転者の能力や制限速度などに制約される

ものの、可能な限り高速に運転できる。交通需要量

が多くなると、交通密度が上昇し、速度が落ちてく

る。さらに増えると交通密度がさらに上がり、移動

速度が極端に落ち、結果として輸送量が減少する。

(2)公共交通

　簡単のため、他の交通機関から渋滞等の影響を受

けない場合について考える。表１に示すように、交

通需要が全く無い場合は、便が運行されないため移

動には無限の時間を要する。需要が少量の場合は車

内の混雑は小さいが、運行本数が少ないため待ち時

間が大きく、移動の抵抗は大きい。需要が大きくな
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表１　輸送量と利便性の基本的関係

輸送
需要

道路上の自動車 公共交通

移動
速度
輸送量

運行
速度
待ち
時間
速度
換算
輸送量

ゼロ (高速) ゼロ (高速) ∞ ゼロ ゼロ

小 高速 小 高速 大 遅 小

中 中速 最大 高速 中 中速 中

大 低速 小 高速 小 高速 大

特大 超低速 僅小 中速 微 中速 特大



ると、混雑度が大きくなるが運行本数も多くなる。

待ち時間も徐々に小さくなるので、移動抵抗も徐々

に乗車そのものの抵抗に近づく。さらに需要が大き

くなると、専用通路があっても渋滞現象を生じ、運

行速度が低下する。

　このように、公共交通についてもパフォーマンス

が輸送需要の影響を受けており、その変化形態は自

動車交通とは異なる性質を持っている。

３．公共交通のパフォーマンス考察の条件

　基本的な性質については前章で述べたとおりであ

るが、考慮すべき条件が多岐にわたるため、次のよ

うな条件のもとで考察を行う。

(1)渋滞の考慮方法

　公共交通機関の中には、路面電車やバスのように

他の自動車と路面を共用し、渋滞の影響を受ける可

能性のあるものが存在する。本研究では、まず定時

運行可能な状態について考察し、次いで渋滞の影響

を受ける場合について考察する。

(2)超過密状態の取り扱い

　公共交通機関が専用通路を持つ場合でも、運行本

数が過大であると、安全上の理由から先行便との距

離を保つ必要があり、道路上の自動車交通と同様の

渋滞現象が生じることがある。本研究では、このよ

うな超過密輸送の状態については考慮対象外とする。

(3)待ち時間の考慮

　公共交通機関の所要時間を論じる際、必ずといっ

てよいほど『時刻表を見て出発しさえすれば、乗車

時間だけを考慮すればよい』『都市交通は高頻度運

行なので待ち時間は考慮する必要がない』との議論

が起こる。しかし、既存の研究 1)2)3)では待ち時間を

考慮した方がより精密であることがわかっている。

また、都市交通などで時刻表を見るまでもないよう

な状況下では、乗客の出発分布が一様として差支え

ないので、むしろ平均待ち時間を考慮する方が自然

である。本研究では、期待所要時間 1)2)3)の考え方を

取り入れるが、次に述べるように運行間隔一定を想

定するので、平均待ち時間を考慮することとした。

(4)運行間隔一定

　都市交通ではなるべく運行間隔を一定に保ちダン

ゴ運転をしないことにより、待ち時間を含めた平均

的な移動時間が短縮される。さらに、乗客の出発分

布一様の条件下では各便の混雑率も一定となり、極

端に混んだ便が無くなるので、総合的に利便性が高

くなる。本研究の考察では運行間隔一定と設定する。

(5)混雑率の考慮方法

　公共交通では、混雑率が上昇すると不快さ緩和の

ために輸送改善が行われ、一定の混雑度以下に保た

れる。逆に低下すると、輸送効率を上げるために減

便される。実際には、混雑率は一定の幅を持ってい

るが、本研究では一定値として考える。

(6)定員一定

　混雑時の輸送改善方法、閑散時の輸送効率改善方

法としては、鉄道では車両の増減、航空では機材の

変更などによって調整されることもあるが、本研究

では一便の定員を一定として考察する。

４．バス交通における輸送需要とパフォーマンス

(1)設定条件

　より具体的に考察するため、表２のような条件を

設定した。表２は大阪府北東部の京阪バス１号系統

(JR高槻駅-京阪枚方市駅間)を参考に設定したもの

であるが、考察用に一部簡略化している。

(2)輸送需要と期待サービス速度

　表３に輸送需要量とそれに応じた諸量の試算結果

を示す。例えば、輸送需要が毎時100人であった場

合、一便の乗客数を表２の水準に設定すると、運行

便数は3.2本/hとなる。このとき、運行間隔は19.0

分、平均待ち時間はその半分の9.5 分であるので、

乗車時間の22分と併せて、期待所要時間は31.5分

となる。区間長が7.2kmであるので、速度に換算す

ると13.7km/hと計算される。本研究では、この速度

換算した指標を期待サービス速度と呼ぶこととする。

なお、この区間の表定速度は19.6km/hなので、上記

の13.7km/hは表定速度の約70%の水準となる。

　このようにして作成した曲線が図１である。原点

から始まり、輸送需要が毎時200人程度、運行間隔

で示せば10分間隔程度までは輸送需要が増えると急

速に期待サービス速度が大きくなるが、それ以上に

なると伸びが鈍化し、表定速度に漸近する。

(3)道路上の自動車交通との比較

　道路上の自動車交通についての輸送需要と速度の

関係はＱＶ曲線で表されるが、表２の参考とした区

間である国道170号の交通状況 4)をもとに、関係を

表２　考察のための条件

区間長 7.2km

非混雑時所要時間 22 分

表定速度 19.6km/h

道路条件 片側２車線 (※1)

専用通路 全区間 (※2)

一便あたり乗客数 31.7 人 (※3)

(※1) 実際には JR 高槻駅付近約 1.2km およびが枚方市駅付近約
1.6km が１車線である

(※2) 実際には高槻市内沢良木交差点～大塚町南交差点までの
3.2km について、北行１車線が朝のみ専用レーン設置

(※3) 出典：京阪バス (株)



推定した結果、１車線あたりについて下記のように

なった(Ｑは乗用車に換算した台数)。

　　Ｑ＝-1.7051Ｖ２＋87.126Ｖ　　　[1]

　　［Ｖ MAX≒51.1 (km/h)，Ｑ MAX≒1113(台/h)］

　ところで、交通量Ｑは自動車の台数で表現されて

いるので、図１とは直接比較できない。そこで、自

動車がすべて乗用車であるとして、年間旅客自動車

走行キロおよび年間旅客自動車輸送人キロ 5)をもと

に算出し、１台あたり1.43人乗車しているとする。

よって、自動車台数Ｑの代わりに輸送需要Ｎを使え

ば、次のようになる。

　　Ｎ＝－2.4375Ｖ２＋124.55Ｖ　　　[2]

　　［Ｖ MAX≒51.1 (km/h)，Ｎ MAX≒1591(人/h)］

　図２は、以上のようにして作成した道路上の自動

車交通についての輸送需要と期待サービス速度の関

係を表す曲線と図１の曲線を同一平面上に示したも

のである。図２では、道路上の自動車交通が自由走

行領域の場合は、輸送需要の増加にともなって期待

サービス速度が低下するのに対し、公共交通(ここ

ではバス)では期待サービス速度が増加している。

しかし、バス交通の場合は運行速度そのものが低い

ので期待サービス速度はすぐに頭打ちとなる。

５．道路空間のパフォーマンス

　道路空間を自動車と公共交通が併用する場合につ

いて、公共交通の専用通路の有無別に、道路空間全

体としてどの程度のパフォーマンスを示しうるかを

分析した。以下の考察では、１車線あたりの交通需

要Ｎと速度Ｖの関係が[2]式で表される片側２車線

の道路を想定している。

(1)専用通路を持たない場合(混合交通)

　バスは片側２車線の道路上を他の自動車と混在し

て運行され、道路渋滞の影響を直接受ける状態であ

る。このとき、横軸に道路全体で処理される輸送需

要をとり、縦軸にバスのみについて期待サービス速

度をとったものが図３である。また、図４は縦軸に

ついて、バスおよび自動車の各期待サービス速度を

各移動者数で加重平均 (時間平均速度)した道路空間

全体のサービス水準として表現したものである。

　図３では、交通需要が大きくなるほどバスの期待

サービス速度が大きくなるが、混合交通状態である

ため渋滞の影響を受けている。また、図４では、交

通需要が少ない場合はバスの分担率が小さいほど、

道路空間全体としての期待サービス速度が大きい。

だが、輸送需要が大きくなると逆転し、バス交通の

分担が大きいほど期待サービス速度が大きくなると
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表３　輸送需要とパフォーマンスの試算

需要 便数 間隔
平均
待ち
時間

乗車
時間

期待
所要
時間

期待
サービス
速度

対
表定
速度

(人/h) (本/h) (分) (分) (分) (分) (km/h) (％)

0 0 ∞ ∞ 22 ∞ 0 0.0

25 0.8 76.2 38.1 22 60.1 7.2 36.6

50 1.6 38.1 19.0 22 41.0 10.5 53.5

75 2.4 25.4 12.7 22 34.7 12.5 63.3

100 3.2 19.0 9.5 22 31.5 13.7 69.7

200 6.3 9.5 4.8 22 26.8 16.1 82.1

400 12.6 4.8 2.4 22 24.4 17.7 90.1

600 18.9 3.2 1.6 22 23.6 18.3 93.1
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図２　道路上の自動車交通との比較
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ともに、処理できる最大輸送需要も向上する。

　なお、これら図では、バスの分担率ごとに曲線を

描いたが、輸送需要が変化した場合にはバスと自動

車の各期待サービス速度のバランスも変化するため、

単純にこの曲線に沿って交通状況が変化するわけで

はない。

(2)公共交通(バス)が専用通路を持つ場合

　片側２車線のうち１車線を専用通路化してあり、

バスの運行は渋滞の影響を受けない。バスのみの期

待サービス速度については、図１と類似の曲線とな

るので省略したが、図４と同様に横軸に道路全体で

処理される輸送需要をとり、縦軸に道路空間全体の

サービス水準として表現したものが図５である。

　図５では、全体として図４よりも処理できる交通

需要が小さい。これは１車線を公共交通専用として

いるためである。道路空間の一部を公共交通の専用

通路とする場合には、公共交通の分担率を充分に大

きくしなければ空間が有効活用されない可能性があ

ることを示しているものと考えられる。例えば4000

人/hの需要に対応するには、混合交通の場合はバス

の分担率が23%以上でよいが、バス専用の通路を確

保した場合には62%以上の分担率が必要となる。

　なお、他の需要値においてもこれらの分担率を維

持するような状況下では、渋滞が生じていない場合

では専用通路の有無の差はほとんどないが、渋滞が

生じるような領域ではバスの専用通路を確保した方

が道路全体としての期待サービス速度は大きい。

６.本研究の適用可能性について

(1)都市交通空間の再配分に関する分析

　公共交通と自動車交通との関係を分析する際、前

者のサービス水準は外部から与えられるか、あるい

は一定と仮定されるケースが多い。直接的な比較が

可能となれば、公共交通の特徴を考慮した都市交通

空間の再配分に関する分析を行えると考えられる。

(2)適切な公共交通手段(種類)の選択

　バス、LRT、鉄道など、公共交通には種々の手段が

存在するが、その選択は定性的な検討の結果であっ

たり、建設コストの制約によるものであったりする

ケースが多いと考えられる。輸送量と利便性の関係

を詳しく分析できるようになると、輸送量に応じた

適切な公共交通手段の選択ができると考えられる。

(3)公共交通の輸送改善策の検討

　公共交通の輸送改善を検討する際、輸送量と利便

性の関係を詳しく分析できるようになると、他の競

合する交通機関の影響を考慮しながら、適切な輸送

改善方法を選択できる可能性がある。
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